
大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 程 及 び 一 般 職 の 任 期 付 職 員

の 採 用 等 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程 を 公 布 す る 。  

令 和 ４ 年 ５ 月 31日  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団  

企 業 長  永 藤  英 機  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 管 理 規 程 第 10号  

大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 程 及 び 一 般 職 の

任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 規 程  

（ 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 程 の 一 部 改 正 ）  

第 １ 条  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 程 （ 平 成 23年 大 阪 広

域 水 道 企 業 団 管 理 規 程 第 15号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改正後  改正前  

（期末手当）  （期末手当）  

第 52条  期末手当の額は、期末手当基礎額

に、 100分の 120を乗じて得た額（給料表

の適用を受ける職員でその職務の級が７

級以上であるもの（別に定める職員を除

く。第 55条第１項において「特定管理職

員」という。）にあっては 100分の 100を

乗じて得た額）に、基準日（条例第 17条

に規定する基準日をいう。以下この条か

ら第 54条までにおいて同じ。）以前６箇

月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。

ただし、基準日前１箇月以内に退職し、

又は死亡した職員のうち当該退職又は死

亡の際に第 13条第２項、第３項、第５項

又は第６項に規定する職員であったもの

については、本文の規定により算出した

額に当該各項に定める割合を乗じて得た

額とする。  

第 52条  期末手当の額は、期末手当基礎額

に、 100分の 127.5を乗じて得た額（給料

表の適用を受ける職員でその職務の級が

７級以上であるもの（別に定める職員を

除く。第 55条第１項において「特定管理

職員」という。）にあっては 100分の 107.5

を乗じて得た額）に、基準日（条例第 17

条に規定する基準日をいう。以下この条

から第 54条までにおいて同じ。）以前６

箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該

各 号 に 定 め る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 と す

る。ただし、基準日前１箇月以内に退職

し、又は死亡した職員のうち当該退職又

は死亡の際に第 13条第２項、第３項、第

５項又は第６項に規定する職員であった

ものについては、本文の規定により算出

した額に当該各項に定める割合を乗じて

得た額とする。  

(１ )～ (４ ) （略）  (１ )～ (４ ) （略）  

２  再任用職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「 100分の 120」とあ

るのは「 100分の 67.5」と、「 100分の 100」

とあるのは「 100分の 57.5」とする。  

２  再任用職員に対する前項の規定の適用

については、同項中「 100分の 127.5」と

あるのは「 100分の 72.5」と、「 100分の

107.5」とあるのは「 100分の 62.5」とす

る。  

３～６  （略）  ３～６  （略）  

（ 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 規 程 の 一 部 改 正 ）  

第 ２ 条  一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 等 に 関 す る 規 程 （ 平 成 23年 大 阪 広 域



水 道 企 業 団 管 理 規 程 第 11号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 の 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 の 欄 に 掲 げ る 規 定

に 下 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改正後  改正前  

第３条  （略）  第３条  （略）  

２  特定任期付職員に対する給与規程第 52

条第１項及び第４項の規定の適用につい

ては、同条第１項中「 100分の 120」とあ

るのは「 100分の 162.5」と、同条第４項

中「職員のうち別に定める職員」とある

のは「職員のうち別に定める職員並びに

一般職の任期付職員の採用等に関する規

程（平成 23年大阪広域水道企業団管理規

程第 11号）第２条第１項に規定する給料

表の適用を受ける職員で職務の複雑、困

難及び責任の度等を考慮してこれに相当

する職員として当該給料表につき別に定

めるもの」とする。  

２  特定任期付職員に対する給与規程第 52

条第１項及び第４項の規定の適用につい

ては、同条第１項中「 100分の 127.5」と

あるのは「 100分の 167.5」と、同条第４

項中「職員のうち別に定める職員」とあ

るのは「職員のうち別に定める職員並び

に一般職の任期付職員の採用等に関する

規程（平成 23年大阪広域水道企業団管理

規程第 11号）第２条第１項に規定する給

料表の適用を受ける職員で職務の複雑、

困難及び責任の度等を考慮してこれに相

当する職員として当該給料表につき別に

定めるもの」とする。  

附  則  

（ 施 行 期 日 ）  

１  こ の 規 程 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 令 和 ４ 年 ６ 月 に 支 給 す る 期 末 手 当 の 額 に 関 す る 特 例 ）  

２  令 和 ４ 年 ６ 月 に 支 給 す る 期 末 手 当 の 額 は 、 第 １ 条 の 規 定 に よ る 改 正

後 の 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 程（ 以 下「 新 給 与 規 程 」

と い う 。 ） 第 52条 第 １ 項 （ 同 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 読 み 替 え て 適 用 す

る 場 合 を 含 む 。）及 び 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 給 与 に 関 す る 規 程（ 以

下 「 給 与 規 程 」 と い う 。 ） 第 52条 第 ３ 項 か ら 第 ６ 項 ま で 又 は 第 13条 第

１ 項 か ら 第 ３ 項 ま で 、 第 ５ 項 若 し く は 第 ６ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 こ

れ ら の 規 定 に よ り 算 定 さ れ る 期 末 手 当 の 額 （ そ の 額 に １ 円 未 満 の 端 数

が あ る と き は 、 そ の 端 数 を 切 り 捨 て た 額 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 基 準

額 」 と い う 。 ） か ら 、 令 和 ３ 年 12月 に 支 給 さ れ た 期 末 手 当 の 額 に 、 同

月 １ 日 に お け る 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 （ 給 与 規 程 の 適 用 を 受 け る 者 を

い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） の 区 分 ご と に 、 そ れ ぞ れ 当 該 各 号

に 定 め る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額（ そ の 額 に １ 円 未 満 の 端 数 が あ る と き は、

そ の 端 数 を 切 り 捨 て た 額 。 以 下 こ の 項 に お い て 「 調 整 額 」 と い う 。 ）

を 減 じ た 額 と す る 。 こ の 場 合 に お い て 、 調 整 額 が 基 準 額 以 上 と な る と

き は 、 期 末 手 当 は 、 支 給 し な い 。  

(１ ) 再 任 用 職 員（ 地 方 公 務 員 法（ 昭 和 25年 法 律 第 261号 ）第 28条 の ４

第 １ 項 、 第 28条 の ５ 第 １ 項 又 は 第 28条 の ６ 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 の

規 定 に よ り 採 用 さ れ た 職 員 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） 以 外 の 職 員  次 に

掲 げ る 職 員 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 割 合  



ア  イ に 掲 げ る 職 員 以 外 の 職 員  127.5分 の 15 

イ  新 給 与 規 程 第 52条 第 １ 項 に 規 定 す る 特 定 管 理 職 員  107.5分 の

15 

(２ ) 再 任 用 職 員  72.5分 の 10 

３  大 阪 広 域 水 道 企 業 団 職 員 の 期 末 手 当 及 び 勤 勉 手 当 に 関 す る 規 程 （ 平

成 23年 大 阪 広 域 水 道 企 業 団 管 理 規 程 第 24号 ） 第 ８ 条 第 １ 項 第 ２ 号 に 掲

げ る 者 の う ち 、 令 和 ３ 年 12月 に 一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 法 律 （ 昭

和 25年 法 律 第 95号 ） の 規 定 に 基 づ き 期 末 手 当 を 支 給 さ れ た も の に 対 す

る 前 項 の 規 定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 令 和 ３ 年 12月 に 支 給 さ れ た

期 末 手 当 の 額 に 、 同 月 １ 日 に お け る 次 の 各 号 に 掲 げ る 職 員 （ 給 与 規 程

の 適 用 を 受 け る 者 を い う 。以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。）の 区 分 ご とに 、

そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る 割 合 を 乗 じ て 得 た 額 」 と あ る の は 、 「 一 般

職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 法 律 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 令 和 ４ 年 法 律

第 17号 ） 附 則 第 ２ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 調 整 額 」 と す る 。  


